
I.　は じ め に

　熱帯または亜熱帯に属する多くの開発途上地域の食
料生産は十分ではなく，飢餓に直面している国も多い。
加えて，これらの国の生産基盤は脆

ぜい

弱
じゃく

で，近年は気
候変動の影響も受けている。さらに，新型コロナウイ
ルス感染症の世界的拡大は，社会経済基盤の脆弱な開
発途上地域の食料サプライチェーンにも影響を及ぼし
ている。国際農林水産業研究センター（以下，「国際
農研」という）は，農林水産省所管の国立研究開発法
人として，日本の農林水産業研究分野での国際貢献と
連携の中核的役割を担い，世界の食料の安定供給，貧
困削減，地球環境問題の解決等を目指している。本報
では，国際農研の研究内容と研究者の評価，研究を担
う人材について紹介しつつ，国際的な課題に対する農
業農村工学分野の貢献と人材育成のあり方について考
察する。

II.　国際農研の研究内容

1.　役割と機能
　国際農研は，熱帯や亜熱帯などの開発途上地域にお
ける農林水産業に関する技術向上のための試験研究を
開発途上地域の研究所や大学と協力し，国際共同研究
という形で行っている。5 年間の中長期計画に基づき
研究を進めており，2021 年度からの 5 年間は，①気
候変動対策技術や資源循環・環境保全技術の開発，②
新たな食料システムの構築を目指す生産性・持続性・
頑強性向上技術の開発，③戦略的な国際情報の収集・
分析・提供によるセンター機能の強化という 3 つの
プログラムのもと研究課題を設定している。
　国際農研における農業農村工学分野の研究者は，
2008 年に旧緑資源機構（2008 年 3 月廃止）の海外調
査業務を継承した際に移籍した技術者が中心となって
いる。気候変動に対する緩和・適応技術の開発やアフ
リカなどの不良環境における農作物安定生産技術の開
発に取り組んでいる。農業農村工学分野の研究課題数

は多く人材需要も大きいが，大学院博士課程に進学す
る当分野の学生が少なくなっていることも影響し（国
際農研では博士号取得を採用条件としている），本分
野の研究者は減少傾向にある。また，国際農研は，日
本語の日常会話ができることを条件に外国人にも門戸
を開いており，外国籍の研究者も多くはないが在籍し
ているものの，農業農村工学分野で外国籍の研究者は
在籍しておらず，採用は今後の課題となっている。
2.　農業農村工学分野の研究事例

　国際農研の農業農村工学分野の研究事例として，以
下の 2 件を紹介する。
　（1）　東南アジアでの気候変動対応に関する研究　
2010 年の全世界の温室効果ガス（GHG）排出量は
49 G（10 億）t で，そのうち農業は 5.2～5.8 Gt を占め
ている（いずれも二酸化炭素（CO2）換算量）。農作物
は空気中の CO2 を植物に固定しているため，燃やし
ても CO2 の収支上はこれが発生することにはならな
いが，生産の過程で，GHG であるメタン（CH4）や一
酸化二窒素（Ｎ2Ｏ）を発生している。たとえば，家畜
の消化器官からは，CH4 が発生するほか，農地への施
肥で植物に吸収されないものは，Ｎ2Ｏとして大気中
に排出される。水稲田からも土壌中の有機物が分解さ
れ，CH4 が発生しており，水田由来の GHG は農業由来
の GHG のうち 9～11％を占めると推計されている1）。
　東南アジアの水田地域では，年間 2～3 作の水稲栽
培が行われており，CH4 排出量も多い。たとえば，
ベトナムでは，2014 年の GHG 総排出量約 284M（100
万）t（CO2 換算量，以下同じ）のうち，農業分野か
らの排出量は約 90Mt，そのうち水田からの排出量は
約 44Mt である2）。水田から発生する GHG のうち
95％以上は CH4 であると言われており，水田からの
CH4 排出削減が大きな課題である。
　国際農研では，農業からの CH4 の排出量が多い東
南アジア地域において，排出抑制策を研究してきた。
国際稲研究所（IRRI）が開発した水田間断灌漑技術

（AWD）は，GHG の排出削減に対しても有望な水管
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理手法とされている。具体的には，水田水位を地表面
下 15 cm まで低下させたあと，通常の水位まで灌水
し，その後灌水を止め地表面下 15 cm まで水位低下
させる作業を繰り返し行う水管理手法である。AWD
適用により，常時湛水する方法に比べ，CH4 の削減
率が 49～74％であった3）。AWD 実施水田から GHG
のサンプリング状況を写真-1に示す。
　さらに AWD 実施に加え，稲わら等の水田からの
排出物の畜産飼料等への利用，畜産排泄物のバイオガ
ス・ダイジェスターへの適用によるバイオガスの利
用，さらにはバイオガス・ダイジェスターからの廃液
を肥料として水田へ利用するなど，廃棄物をリサイク
ルし GHG を削減する取組みも行っている。飼料の改
善による家畜消化器官からの GHG 排出削減を含め，
図-1に GHG 排出を抑制する耕畜複合システムの概
念図を示す。
　（2）　アフリカでの食料安定生産に関する研究　ア
フリカにおいては，人口増加やコメ食の広がりを受け，
コメの需要が増え続けている。国際協力機構（JICA）
は，2008 年の第 4 回アフリカ開発会議（TICAD 4）
で「アフリカ稲作振興のための共同体（CARD）」を
立ち上げ，サブサハラアフリカのコメの生産量を
2008～2018 年の 10 年間で倍増（1,400 万 t から 2,800
万 t）することを目標とした。筆者の所属する国際農

研はアフリカに関係する 10 の国際機関・研究所とと
もに，CARD 運営に協力している。CARD の実施に
より，2018 年にコメ生産倍増を達成した。しかし，
コメの需要が供給を大幅に上回る状況を踏まえ，2019
年に横浜で開催された TICAD 7 では，「2030 年まで
にさらなるコメ生産量の倍増（2,800 万 t から 5,600
万 t）」を目標とした CARD 2 が発足するなどコメの
増産は喫緊の課題となっている4）。
　コメの増産には，品種改良や栽培方法の改善ととも
に，灌漑施設等のインフラ整備が重要であるが，多く
の用水路は土水路で，急激な降雨などにより侵食され，
配水機能は低下している。このため，国際農研では，
ガーナにおいて，土水路を補強する目的で，現地で入
手可能な材料から安価に土壌硬化材（酸化カルシウム）
を生成する方法を開発した5）ほか，ラテライト土壌か
らブロックを作成し侵食対策に利用することを提案し
ている6）。また，木材が入手可能な地域では，木製の
水路保護工を施工し，その劣化評価を行い維持管理計
画に役立てている7）。水の管理におけるソフト分野で
も，村の小規模なため池を利用した組織的な灌漑の実
現可能性を現地で実証している8）。

III.　研究者の評価

1.　研究者の評価を巡る動き
　国際農研の研究者は，自ら開発途上地域において解
決すべき課題を見つけ，課題を解決するための技術開
発を行う。その結果を研究成果として学会での発表や，
論文としてとりまとめるほか，知的財産として特許取
得や品種登録を行う。研究者は開発途上地域の研究者
と共同研究を行っており，論文はこれら研究者と共著
であることがほとんどで，国際的な英文誌に投稿する
ことが多い。
　国際農研でも，職員の創造的な研究活動を奨励して
研究の活性化と質の向上を図るとともに，組織目標の
達成への職員の努力と貢献を促すため，研究業績評価
を行っている。研究業績評価は，公表著作物（論文，
公刊図書，学会印刷物等），学会発表，研究推進・知
財管理（競争的資金の獲得等），社会実装（普及・広
報実績），行政等との連携（国際会議への参加，緊急
対応，教育貢献等），ガバナンスや人材育成（所内活
動への貢献や資格取得）などから評価される。この中
でも論文等による公表著作物の評価が最も重要なのは
他の研究機関と同様で，掲載された英文誌のインパク
トファクターも加味されている。
　農業農村工学分野の研究者は，気候変動対応（水資
源の効率利用を含む），アフリカでの食料安定生産，
乾燥地の塩類集積対策や土壌侵食対策などの課題に関

写真-1　AWD 実施水田からのガスサンプリング

図-1　GHG 排出を抑制する耕畜複合システム
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わっているが，現地フィールドでの研究を中心として
いることもあり，全体的にみると発表する論文数は他
の農学分野の研究者に比べ少ない傾向にある。投稿す
る英文誌は，農業農村工学会が支援し台湾，韓国の学
会 と 共 同 で 運 営 す る 国 際 水 田・ 水 環 境 工 学 会

（PAWEES）の Paddy and Water Environment（PWE）
誌が中心となるが，同誌のインパクトファクターにつ
いては，上昇してきたとは言え，まだ他分野の英文誌
と比べると高いとは言えない。PWE 誌への質の高い
論文の積極的な投稿を通じ，インパクトファクターを
高めていく必要がある。
　一方で近年，研究者の評価において目標管理制度

（Management by Objectives：MBO）が注目されて
いる。MBO とは，個別またはグルーブごとに目標を
設定し，それに対する達成度合いで評価を決める制度
で，P.F.ドラッカーが自身の著書9）の中で提唱した
組織マネジメントの概念である。国際農研でも，研究
者の評価に MBO を取り入れる検討が行われてきてお
り，2019 年度から 2 年にわたり試行され，2021 年度
から，従来の評価制度に加える形で導入されている。
2.　農業農村工学分野研究者の評価に向けて

　農業農村工学は，現場での課題解決を目的とした応
用技術として発展してきた。このことは，農業農村工
学会の 2018 年時点の会員構成が，大学・研究機関の
会員の割合が 1 割程度であるのに対し，行政機関（約
4 割）と民間（約 4 割）の会員が多数であることにも
表れている。そのため，農業農村工学は社会課題の解
決を志向する実学としての強みを有し，国内外の現場
での実践を通じて得られた多くの経験が実践知として
学会誌・論文集などで発表されてきた。
　一方，学術面からみると，大学・研究機関ではイン
パクトファクターの高い国際誌への掲載など，アカデ
ミズムとしての科学知が評価される。このことは，国
際誌へ掲載されやすい基礎的・先進的な研究が重視さ
れ，結果として現場で求められる技術との乖

かい

離
り

を引き
起こす可能性を示唆している。さらにこの状況が続け
ば，産官が求める技術と学が行う研究との間の距離を
生み，農業農村工学の強みである，産官学が一体とな
り課題解決に当たるという良さが失われてしまうこと
も危惧される。
　農業農村工学が実際の現場で役に立ち，学術的にも
評価されるためには，実践知を体系化し，科学知に劣
らない価値を提供するための努力が求められる。たと
えば，科学技術振興機構（JST）社会技術研究開発セ
ンターでは，課題の発見から解決のための活動に至る
までのプロセスを「アクションリサーチ」という形で，
科学的，体系的な研究手法として整理するための取組

みが行われている10）が，これは参考になる。
　近年では，学術分野でも社会実装が重視され，公的
な研究費の助成などにおいても，研究成果の社会実装
への具体化を明確にするよう要求されることが多く
なっている（たとえば，JST と JICA が運営する「地
球 規 模 課 題 対 応 国 際 科 学 技 術 協 力 プ ロ グ ラ ム

（SATREPS）」11）があげられる）。これらの機会を活
用しながら，実践知を体系化する努力を続けることで，
研究成果が政策や制度に反映され，農業農村工学が価
値を提供できる分野であることが承認されることにつ
ながると考える。
　農業農村工学分野の海外技術協力分野においては，
JICA 事業等を通じ，アクションリサーチといえる参
加型灌漑管理の導入や海外村づくり協力などを多年に
わたり取り組んできており，現地では高く評価されて
いる。一方で，こうした事例の報告，特に英文の論文・
報文は少ない。海外で社会実装を進めるためには，パー
トナーとの情報共有の観点から，論文等は英文である
ことが望ましいと考えるが，参加型灌漑管理の導入に
おいては，タイやエジプトの事例で報告（たとえば，
Onimaru et al.12），Shindo and Yamamoto 13））はあ
るものの，実績に対して少ないと言わざるを得ない。
研究実績が少ない現状では，研究分野としても評価を
得ることは難しい。
　その上で，社会実装には長時間を要する場合もある
ことから，毎年実績が評価される研究者が取り組むに
は，論文以外でもそのプロセスなど技術の実装化に向
けた努力が適正に評価される仕組みを構築することが
必要で，毎年のプロセスや達成目標を明示し評価する
MBO がその第一歩となることを期待している。
　農業農村工学会の特徴として，研究者よりも行政や
民間の技術者の会員が多いことをあげた。この関係性
を生かし，研究者・研究成果を現場技術者に結び付け
る仕組みを構築することが有効と考える。2020 年度
大会講演会の企画セッション 3「農業農村開発協力の
経験を次世代へ継承するために」では，農業農村工学
分野の開発協力の経験を次世代に継承するため，ICT
活用とナレッジマネジメントによるアーカイブ化，そ
れに組織を超えた情報共有を目的としたプラット
フォーム構築の必要性が提案されたが，こうした仕組
みは，技術の社会実装の支援になる。

IV.　開発途上地域の研究に求められる人材

　開発途上地域の研究者と共同研究を行うためには，
課題の遂行能力はもちろん，博士の学位，国際感覚，
語学力が求められる。博士の学位は，他の国の研究者
と対等な立場で活動を行うために必要で，国際農研で

13報文：開発途上地域における農業研究と求められる人材

水土の知　89（ 6） 387

p011-014_再_CC2019_水土の知6（小特集_進藤）.indd   13 2021/06/08   23:10:42



も研究職員採用の条件として求めている。また，開発
途上地域の研究者と結果を共有し，成果を広報するた
めには，論文を英文で書くことも重要である。さらに，
開発途上地域での研究は，農業だけではなく他の自然
科学系と社会科学系の研究者が 1 つのプロジェクト
のメンバーとなり研究を遂行する場合が多いため，自
分の専門分野だけでなく，他分野との連携や協働に積
極的に関わっていくことも必要である。

V.　国際的課題における人材育成のあり方

　開発途上地域の農業生産の拡大や生産効率の向上に
おいて，農業インフラの果たす役割は大きい。水資源
の効率的利用や参加型水管理の導入など農業水利施設
を管理する技術の普及のほか，GHG 排出抑制や干ば
つ・洪水等極端現象への対応など気候変動に対する農
業分野での対策も急務である。これら地球規模の課題
の多くは自然資源を巡る利害の衝突であり，その解決
に向け，農業農村工学は，個別技術の開発のみならず，
農地への水配分などを通じて歴史的に培ってきた調整
手法により貢献できる。そのためには，それを担う人
材の確保・育成が課題となるが，農業農村工学の経験
工学という側面を考えると，研究と行政の間の人事交
流を活発化させることや，さらに進めて，民間も含め
産官学の間の人材の流動化を図るべきではないかと考
える。近年は，博士課程に社会人コースを設けている
大学も多く，リカレント教育の一環として働きながら
博士号を取得できる。社会人が博士号を取得すること
を学会全体で評価するようになれば，人材の育成，流
動化につながる。あわせて，海外で活躍することを念
頭に若い人材の計画的育成も重要である。国際農研は，
①海外研究の補強，②研究進行の加速，③国際研究の
発展を担う人材の育成を目的に大学院生等を募集し，
海外のプロジェクトサイトへ 6 カ月～3 年間派遣する

「特別派遣研究員」制度を備えている。海外で活躍で
きる博士人材の育成に活用いただければ幸いである。
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